
水俣条約早期発効に向けた対応       １７６百万円（７５百万円） 

環境保健部環境安全課 

 

１．事業の必要性・概要 

2013 年 10 月 9 日から 11 日に、熊本市及び水俣市で「水銀に関する水俣条

約外交会議」が開催され、60 か国以上の閣僚級を含む 139 か国・地域の政府

関係者が参加した。外交会議では、水銀に関する水俣条約（水俣条約）が全

会一致で採択されるとともに、我が国を含む 92 か国・地域が条約への署名を

行った。 

水俣条約は、水銀の供給・使用から排出・廃棄に至るすべてのライフサイ

クルにわたって国際的に規制を進めようとするものである。日本は、水俣病

を経験した国として積極的に条約交渉に参加してきたところ、引き続き同条

約の早期発効による国際的な水銀対策の推進に大きな役割を果たすことが重

要である。 

 

２．事業計画（業務内容） 

○ （新）我が国水銀対策手法の国際展開     １０３百万円（０百万円） 

水銀使用量の多い途上国を中心とする国際的な水銀対策の推進に貢献する

ため、我が国の水銀管理技術・手法の国際展開を図る。 

具体的には、 

① 我が国の水銀管理技術の海外での実施に関する実現可能性調査（F/S 調

査）をモデル事業として実施、 

② 国連環境計画（UNEP）、国内及び途上国から専門家や政策担当者を集め

たモデルケースとしてのワークショップを開催し、我が国の持つ水銀対

策に関する知見を広く共有する。 

 

○ 水銀対策に関する国際及び国内戦略の検討 ５１百万円（５２百万円） 

水銀に関する水俣条約の採択後も、①数年後の条約発効までの暫定措置や、

②条約発効後に開催される第１回締約国会議で採択予定の「利用可能な最良

の技術及び環境のための最良の慣行」（ＢＡＴ／ＢＥＰ）等に関する各種ガ

イドライン、ガイダンスの具体的な内容、③その他条約の具体的な運用のた

めのルール作りについて国際交渉が継続する見込みである。 

これらの議論に際して我が国から国際ルール等に関する提案を行うべく、

所要の調査・検討を行う。また、併せて我が国の水俣条約締結に向けて、国

内担保措置の準備を着実に進める。 

  



○ アジアにおける水銀測定・濃度予測の推進 ２３百万円（２３百万円） 

経済成長が著しいアジア太平洋地域からの水銀の大気への排出は、世界の

約 5 割を占め、我が国への影響も懸念される。このため、 

① 国境を越えて我が国に流入する水銀等の状況を把握するため高精度のバ

ックグラウンド濃度常時監視の継続、 

② 長距離拡散・移動・蓄積モデルを用いたアジア太平洋地域での水銀の排

出量及び環境中濃度の推計及び排出削減対策の効果の予測、 

を実施する。 

さらに、2014 年より開始されることが決定された水銀の共同モニタリング

の国際的プロジェクトへ参加し、我が国の持つモニタリング技術の国際展開

に向け戦略的なモニタリング体制の検討・情報発信等を実施する。 

 

３．施策の効果 

本施策により、国際的には、①アジアをはじめとする途上国の水俣条約の締結

の促進と、②詳細な国際ルール作り等国際的な水銀対策の推進を図るとともに、

国内においては、③条約制定から数年後に予想される条約発効に向けて、国内担

保措置の準備を着実に進める。 



 
 
 

１．水銀対策に関する国際及び国内戦略の検討   
 条約の具体的な運用のためのルール作りへの参画や、国内対策のための調査・検討 
 

２．アジアにおける水銀測定・濃度予測の推進 
 高精度のバックグラウンド濃度常時監視、長距離拡散・移動・蓄積モデルを用いた濃度予測 
 

３．我が国水銀対策手法の国際展開 
 水銀管理技術の海外展開に関する実現可能性調査、水銀対策の知見の共有 

   

水俣条約早期発効に向けた対応  

背 
景 

○ 2013年10月「水銀に関する水俣条約外交会議」を熊本市及び水俣市で開催。 

 60か国以上の閣僚級を含む139か国・地域から1,000人以上が出席。 

 水銀に関する水俣条約を全会一致で採択し、署名を開始。外交会議期間中 

に我が国を含む92カ国・地域が条約に署名。 

○ 外交会議において、国連環境計画（ＵＮＥＰ）事務局長が「２～３年以内の条約の発効」へ
の期待を表明。 

平成26年度予算（案）額 １７６百万円 （７５百万円）  

支出予定先 民間団体等 

引き続き、水俣条約の早期発効による国際的な水銀対策の推進に貢献 

水俣条約早期発効に向けた対応 


